
移民政策学会

「難民の社会統合に向けた市民社会の
取り組みと今後の政策課題」

2017年12月2日
認定NPO法人難民支援協会（JAR)

代表理事 石川えり





Indicators of Integration: UK Home Office



• 1978年 インドシナ難民受け入れ⇒11,000人超
• 1981年 難民条約加入⇒個別難民審査開始

• 2010年 第三国定住難民受け入れ開始

• 2015年 シリア難民家族呼び寄せ

• 2017年 シリア難民留学生受け入れ開始



複数の受け入れ

1. 政策（閣議了解）による受け入れ
インドシナ難民、第三国定住

2. 法律（難民条約加入と入管法の
施行）による受け入れ

（難民申請者）、条約難民、人道配慮に
よる在留許可など

3. 「難民」以外の難民受け入れ
シリア難民留学生の受け入れ（JICAなど
も実施）

4. 民間による受け入れ
シリア難民留学生の受け入れ（チベット
難民等でも従来からあった模様）
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Resettled





ＪＡＲ設立



263,622 43%

24,007 22%

20,437 99%

13,554 30%

10,266 67%

4,798 5%

28 0.3%
より
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•

•

•

より
ドイツは
イギリスは
アメリカは
の項目より抽出

2011年から2016年の速報値
東京新聞 2017年2月16日夕刊



•

•

•

久保山 亮「ドイツにおける難民の社会統合―労働市場統合と
自治体の役割に焦点をあてて」 難民研究ジャーナル第６号
（2016年12月、現代人文社）
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•

•





➡



案件種類 A B C D
内容 条約難民ま

たは、人道
配慮の可能
性が高い

難民条約
上の迫害
に明らかに
該当しない

再申請＋
正当な理
由なく前
回と同じ
主張

それ以外

2016年4月
～8月末の
件数*

2 1526 292 2951

割合 0.04％ 32.0％ 6％ 61.9％

*（出典）2016年12月22日 糸数和子議員への質問主意書への答弁書
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合計 特定活動・その他

法務省 【在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表】より



在留資格

政府の
定住支援
（日本語、
就労支援等）

家族の
呼び寄せ

難民旅行
証明書
（ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ）

就労
許可

国民
健康
保険

難民認定
定住者
５年 〇 〇 〇 〇 〇

難民不認定
↓

人道配慮あり

特定活動
１年 × △ × 〇 〇

*JARの実務を前提に作成
*「特定活動」の場合の家族呼び寄せは、制度的には難しいが、2015年1月にシリア難民の
ケースで実現したため△とする
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